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（注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。
２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け等を記入すること。
３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先および抵当権等の設定権者の名称または補助金返還額を記入すること。
４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄および処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。


（別紙B：個人→県、個人→団体への申請用　誓約書）
誓　　　　約　　　　書
私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は組織の構成員等（農業協同組合が事業実施主体の場合は、受益農家を含む）が、次のいずれにも該当する者ではありません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
（４）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
（５）暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（６）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（７）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（２）及び（７）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体ではありません。
３　この申請にあたり、補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又は知事の命令若しくは指示に違反したときは、補助金の交付の決定の全部または一部を取り消されても、何ら異議の申し立ては行いません。
４　補助金の交付決定額が申請額に満たない場合があることを了承します。
５　国、県（市町は除く）が実施するほかの補助金等と重複して受給しないことを誓約いたします。
６　本要綱の条文をよく読み、内容について理解、把握した上で事業に参加いたします。
７　さが畜産経営サポート事業により整備する施設等の補修及び再取得を可能とするため、農業施設・機械等の利用開始時までに、農業共済・動産保険等に加入します。
	施設・機械等の名称、面積、型式等
	

	施設・機械等の所在地、保管場所
	

	共済又は保険名
	

	加入時期
	



〇〇　　年　　月　　日
佐賀県知事（または申請団体の長）　　　　　　　　様

住所又は事務所所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　        
氏名（ふりがな）：　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　）※自署すること
生年月日：（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日

注　申請者が法人の場合は、本申請に係る責任者の氏名の自署を付記し、法人代表者の氏名を記名とすることができる。
注　担当部署の責任者 及び担当者の所属部署、役職、氏名及び連絡先を確認することができる書面を添付すること。ただし、他の方法により申請の確認を行うことができる場合は、この限りでない。
